
2011/5/25 

ビジネス・デューデリジェンスのご提案  

ブルースター株式会社 M&A事業部 

(c)Copyright 2011 by Bluestar Corporation -1- 



2011/5/25 

将来性を表すビジネス・デューデリジェンス 

デューデリジェンスを通常行うのは、公認会計士、中小企業診断士、金融機関などでファイナンシャル・デューデリジェンスを得意と
しています。このため、技術系経営者の方が事業の説明をしても、宇宙語にしか聞こえておらず、「利益などの数字がすべてだ」と
いう信念で仕事に取り組んでいるのです。 

日進月歩で急速に進化する情報通信業界においては、国内の情報はもちろん、海外でのトレンドなども把握した上で、この分野
に精通した専門家でなければ行うことはできません。 
 

企業価値算定（デューデリジェンス/買収調査）  

財務・事業・法務面からの企業価値算定を行い、企業の価値を多面的に正しく評価する必要性があります。当社は情報通信分野に
おいて事業デューデリジェンスを1997年8月より行ってきた実績により、ファイナンシャル・デューデリジェンスに現れてきた過去だけで
なく、ビジネス・デューデリジェンスにより将来の価値を推測算定することができるのが大きな特長です。 

 

※財務デューデリジェンス/ファイナンシャル・デューデリジェンス(公認会計士が実施) 

直近財務諸表及び過去3～5期分の財務諸表の分析・調査。資金繰りの実態。含み損等の簿外負債、保険等の簿外資産の把握等の調査  

※法務デューデリジェンス/リーガル・デューデリジェンス(弁護士が実施) 

定款、登記事項等の法的基本事項。重要な契約の内容。係争事件等の法的事項の調査。法令順守状況の調査 

※事業デューデリジェンス/ビジネス・デューデリジェンス(その事業分野での実績がある専門家が実施) 

事業の将来性の考察。生産・販売及び事業部門毎の状況。予算・実績推移状況。研究開発活動等の市場性調査。特許権等の有効性調査。ソフトウェ
ア等の無形資産の資産査定。営業権(のれん代)の評価。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は、1997年8月よりビジネス・デューデリジェンスとビジネスコンサルティングの両面をもつソリューションを多くの企業様に対し
て提供をし、高い評価を得て参りました。 

 

財務ディーデリジェンス 

法務ディーデリジェンス 

ビジネスディーデリジェンス 

現在 過去 将来 

企業実態の確実性(高) 

企業実態の確実性(低) 
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研究開発型企業経営者が陥ってしまう典型ケース 

研究開発型の技術系経営者の方は、革新的な技術開発により、日本の国力を支えてくれる頼もしい期待の星
である反面、経営に関してはあまり上手ではない実情が多いようです。このため、会社設立時に多くの賛同を
得て技術開発をし、その技術が新聞などで脚光を浴びた際にベンチャーキャピタルや昔からの仲間から出資を
受けたものの、その資本を使い果たしてしまい事業を売却するケースが多いように思われます。 

「この技術に基づいた製品が完成すれば評判で飛ぶように売れ、会社は儲かるはずだ」と多くの技術系社長様
は、口にします。しかし物が溢れている21世紀においては優れた技術であって高価なものには消費者はなかな
か飛びつかなくなるという市場の変化も訪れています。 

このため、金融機関からの借り入れなどにより製品は完成するものの、資金ショート1ヶ月前に会社売却を判断
したり、倒産をしてしまうなど後手に待ってしまうケースを良く見受けます。 

買収先を探すにも買収先候補を探したり、企業評価(デューデリジェンス)などのプロセスを経るために3ヶ月以
上はかかります。しかし資金繰りなどの観点からスーパーの閉店間際の生鮮食品のようにかなり企業価値を
ディスカウントしてしまうこともあります。 緊急に会社を処分する場合には、相場的に本来価値の10%程度まで
下がることが多く見受けられます。なぜなら負債の調査や、法務的な負の要因などの調査に充分な時間がない
ため、リスク要因を可能な限り多く見当をし、積んでおく必要が買収側にはあるからです。 

更に、残念なことに研究開発型の技術系経営者の方は、自社の事業内容について、その分野の専門家でない、
ごく一般的な方への説明が上手なケースは少ないようです。説明対象が金融機関や営業志向の会社である場
合においては、該当事業の市場性について公知の情報などを用いて客観的な説明を詳細かつ容易な言葉に
よって行う必要性がありますが、研究開発型の技術経営者の方には最も困難な作業であることが実情のようで
す。このため、過去の財務情報しかみない金融機関からは、投融資を受けることができなかったり、買収話の際
には事業の将来性を加味せずにファイナンシャル・デューデリジェンスのみで企業評価された非常に低い企業価
値となってしまいます。 

これは、ファイナンシャル・デューデリジェンスにおいては、「3期以上に渡り収益を生んでいない研究開発投資は、
基本的にお金をうまない経営者の自己満足による可能性が高い」という基本原則があるためです。このため、
その事業の将来性を理解しえる該当分野の専門家による事業評価を適切に行った上でのビジネス・デューデリ
ジェンスによって適正な企業価値評価を行う必要性があるのです。 
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企業を高値でつかまされてしまうケース 

急速に売上を伸ばしている成長企業で、なおかつ高収益率の企業を米国のM&A仲介会社や証券会社を通じて紹介
があり、事業に魅力を感じる。新規事業を模索していた日本企業は、米国のDCF方式など複数のファイナンシャル・
デューデリジェンスに基づいての買収価格決定の後に、買収をしたところ、買収直後に事業の売上が急速に落ち、か
なりの高値掴みをしてしまった。このような事例は、実際に数多くあったことを記憶されていることでしょう。 

これは、現時点での収益に加えて将来どのようになるかという予測をビジネス・デューデリジェンスにて行うことが一
般的な米国企業に対して、そのようなことをせずにファイナンシャル・デューデリジェンスのみで将来性を考慮してディ
スカウントせずに、過去の数字のみで買収金額を鵜呑みにしてしまった日本企業にも落ち度があるといえます。 

また、情報通信分野においては、過去数年間の事業実績があり確実に収益を上げていても、米国企業が突然日本
市場に参入をし、より優れた商品やサービスを無料やマーケット破壊的な低価格で市場投入することが良くあります。
市場をまず独占し、その後に収益を獲得しようという市場参入手法ですが、これにより日本企業は1年もしないうち
に事業の撤退を余儀なくされます。 

優れた経営者や株主であれば、自社の事業に関連しそうな世界中の情報やトレンド、マーケット環境に注意を払い、
脅威となるようなサービスが開始されていないか気を配っています。もし、自社の事業が脅威にさらされる危険性が
あり、今後自社事業が衰退に向かう危険性があると判断した場合には、その段階で事業を売却することを考えます。
米国においてはこのようなケースは優れた株主によって顕著に行動が起こされていますが、日本においても徐々にこ
の傾向が現れてきています。 

日本においてもビジネス・デューデリジェンスをしっかりと行う必要性がある時代が到来していると言えるのではないで
しょうか。 

-3     -2     -1    現在   +1     +2     +3 

0 

売上 

年度 

会計的な推測数値 

実際には、こうなった 
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財務諸表に現れないものを評価するのがビジネスデューデリジェンス 

監査法人をいれ財務諸表を作成している企業(上場企業やIPO目標企業)は、新規に着手をした商品に関する
研究開発費を全額損金処理しています。 

日亜科学において青色ダイオードは大きな利益をもたらしましたが、製品が完成する直前まで経営陣は、損金
参入させられる研究開発費を削減し利益を出したいがために、研究を中止するように技術者に通達していたと
報道がなされているのは有名な話しですが、研究者が無駄な研究をしていなかったことは、その後の会社の業
績が表しています。 

技術者の稼働率を上げてみせるために見かけ上の研究開発をして資産計上をし、その資産を減価償却すると
いう損失の繰り延べ手法を防止するために、研究開発費の全額除却を新規開発案件に関しては行うよう、国
際的な監査基準となっています。(販売実績のある開発案件に関しては、その改良に関しては資産計上が認め
られています。また税務上は損金参入は認められておらず、資産計上をする必要があります) 

この財務諸表に現れない会社の資産を価値評価するのがビジネスデューデリジェンスなのです。その価値評価
は、評論家A氏がいうことを鵜呑みにするのではなく、客観的な指標を複数組み合わせて行うことにより精度が
向上します。(※時間と予算をかけるほど評価の精度は増します) 
 
[評価指標のプラス要因一例] 

該当事業の買収提案がなされ、相手方とLOIを交わした際の合意金額 

同業他社が売買を行った取引事例 (例:EC利用会員500円/人、ASDL契約会員2万円/人など) 

 
[評価指標のマイナス要因一例] 

リスク要因をもつ事業における損失発生時の損失予想金額とその発生確率 (損失金額×発生％） 

同業他社が類似技術・事業における回避特許を申請しており、該当特許が確定する可能性 

経営者や技術者が退社した場合に、事業が存続できない事業や技術 
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当社の取り組むビジネス・デューデリジェンス 

研究開発型企業 

特許等の適応範囲の有効性について(特許権確定時、審査請求時)  

技術応用分野についての将来展望(売上計画の現実性検証)  

仕様書、技術メモなどの蓄積状況と第三者閲覧時における解読難易度  

技術代表が退任をした場合のビジネスリスク判断  

技術によってもたらされる市場価値の想定(金額ベース)  

 

新ビジネスモデル企業 

情報通信分野特有の「新たなビジネスモデル」の評価 

該当ビジネスモデルによってもたらされる市場価値の想定 

 

欧米企業、韓国企業対応 

外国企業への対応実績あり 

数日間渡米しての現地調査実績あり 

 

 

β株式公開企業同士のビジネス・デューデリジェンスへの当社参加実績多数あり 

(c)Copyright 2011 by Bluestar Corporation -6- 



2011/5/25 

取り組み 

小規模投資・融資向け調査(通称:メキキ) 
調査手法  企業名の提示、企業からの提出資料のみ  (訪問、企業との電話での対話は
含まず) 

報告書内容 わかりやすい言葉での事業内容概要、SWOT分析、将来性 

報告書体裁 WORD形式Ａ４を３ページ 

標準納期 ２営業日 

標準価格 １５万円(税別)  

 

顧問型月額定額サービス 
年間予算化する必要のあるVC・金融機関向けのサービス 

定期的に情報通信分野の審査を行う企業向け 

月額報酬金額に応じて件数、調査手法、報告体裁などを決定 

 

ビデネス・デューデリジェンス 
調査手法  買収候補先とのヒアリング･実地調査 

報告書内容 事業詳細、外部環境、競合調査、SWOT分析、将来価値試算 等 

報告書体裁 WORD形式、PPT形式 

標準納期 7日から30日程度 

標準価格 予算に応じる。 (2.5万円/hが基準報酬) 
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ビジネスデューデリジェンスにおける評価指標  

1. 事業の汎用性と専門性 

  (a) 企業概要：基本的な財務状況含む 

  (b) 事業分類： 

       i 運営事業の詳細分類（分類表に基づく） 

       ii 事業別の収益バランス評価（地域、顧客層） 

  (c) 事業別の汎用性の判定、専門性の判定 

 

2.M&A市場ニーズ（業種、業態について） 

  (a) 事業の対象となる市場の現状分析（国内、海外） 

 

3.M&A案件流動性（業種、業態について） 

  (a) 事業の対象となる市場の将来性予測（国内、海外） 

 

4.市場評価 

  (a) 事業分野ごとのポジション：売上高、過去3年間の推移 

  (b) 事業優位性評価： 

      i 製品、営業戦略 

  (c) 事業リスク評価： 

      i 競合他社の動向把握と比較 

      ii 技術的なリスク 

      iii 営業リスク 

  (d) 既存顧客の価値評価 

 

5.市場占有率（定量分析） 

  (a) 市場全体の動向、国内市場の推移と予測 

  (b) 所属事業分野における占有率、今後の予測 

  (c) 特定事業分野における占有率、今後の予測 

6.組織基盤力 

  (a) 営業力： 

      i   販売ルート（直販比率、販売チャネルの評価） 

      ii   営業人員、組織、戦略 

  (b) 技術力：人員、組織、資格取得、研究開発力、 
             独自技術、得意分野 

  (c) 調達：物流システム、調達先、品目 

  (d) 人事：離職率、福利厚生、社員教育、社員構成、給与水準 

  (e) 情報システム：システム利用形態、規模 

  (f) コンプライアンスレベル 

 

7.事業3年計画達成率（周辺環境によって変化する可能性） 

  (a) 事業運営上の環境評価： 

      i マクロ経済、社会環境、IT投資動向（該当事業分野）、 
 新規技術、マーケティング（顧客動向）、政治的課題 

  (b) 新規事業計画の可能性 

  (c) ベストケース、ワーストケースの比較 

 

8.バランスシートに現れない資産  

  (a) 特許、仕様書、自社開発プログラム、素材アーカイブ等  

2011/5/25 

以下の指標に基づき、フィナンシャルデューデリジェンスにおける数値の上下プレミ
アムを算定しております。各項目にて5段階評価を行います。 
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ビジネスデューデリジェンスを生かしたM&A助言をしております。 

ǵM&Aϑǲׄǘǭ 

► Ƕ̔ ǵᾓ ͔Ιș ȈȒM&Aǲ ҘǞǭǑȑƲǤǵǦȈǲɑȶɋȷɅɣɶɅɨȶȥɱȷ 
Ƕ ǒǢǱǋǯ ǏƲ ₴֝ȑ ȚǮǑȑȅǠƳ ǶƲhttp://www.blue.co.jp/pdf/ma.pdf  
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ビジネスデューデリジェンス 
企業評価項目と評価方法 

ブルースター株式会社 
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ブルースターのビジネスデューデリジェンス 

ファイナンスデューデリジェンスとの相違： 

財務、法務デューデリジェンスが、主に「過去および現在のリスク」を精査するのに対
し、ビジネスデューデリジェンスは、M&A対象企業の総合的な市場におけるパフォー

マンスを評価することにより、主として業界内における「将来的な可能性」を判定する
ための報告書です。 

ブルースターでは、情報通信業界における長年の活動経験と豊富な人脈をベースに
してビジネスデューデリジェンスを実施します。 

 

統合によるシナジー効果： 

ブルースターのビジネスデューデリジェンスでは、M&A対象企業の調査、分析結果
を報告しますが、この結果を基にして買収検討先の企業とM&A対象企業が統合した

後の効果について、統合効果による成長性、問題点発生が懸念される事項、等の分
析、評価も行います。 
 
注記： 

Å 本提案書に掲載されている評価項目、評価方法は基本提案事項となります。 

Å 評価項目の追加、変更、絞込み、調査スケジュール等、については案件ごとに調整させていただきます。  

Å また各項目の詳細評価情報については、企業規模、事業内容等によって制限される場合があります。 
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ブルースターのビジネスデューデリジェンス 
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買収対象事業の
市場性評価 

• 事業の汎用性 

• 市場の現状 

• 市場の将来性 

買収対象企業の
ビジネス力評価 

• 企業の組織力 

• 市場における
評価 

• 市場占有率 

• 事業計画の妥
当性 

• 財務状況に現
れない資産 

シナジー効果の
測定 

• 統合後の事業
拡大に与える
影響度 

• ディスシナ
ジー効果の抽
出 

M&A対象企業
（事業）の評価 

シナジー効果の
評価 

買収後の統合計画 

M&A対象企業： 
 

基本情報 
 

財務
デューデリ
ジェンス 

M&A対象企業評価プロセス： 



ブルースターのビジネスデューデリジェンス 

M&A対象企業評価基準項目： 

 

ブルースターのビジネスデューデリジェンスでは、IT業界のM&A対象企業が抱える
問題点・リスク、優位性や、業界でのポジショニング等について、以下の8項目の詳
細評価情報を精査した上で、M&A対象企業（事業）の5段階評価を行います。 
 

1.  対象事業の汎用性と専門性 

2.  M&A案件の市場ニーズ（対象事業、業態について） 
3.  M&A案件の市場流動性（対象事業、業態について） 

    １～３は、M&A対象事業の市場性についての評価項目です。 
 

4.  対象企業の組織基盤力 

5.  対象企業の市場における評価 

6.  対象企業の市場占有率 

7.  事業3か年計画達成予測 

8.  バランスシートに現れない資産評価 
   ４～7は、M&A対象企業についての評価項目です。 

 

これらの評価項目の詳細を、以降で説明いたします。 
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ブルースターのビジネスデューデリジェンス 

2011/5/25 

1 l 対象事業の汎用性と専門性 
2        l 案件市場全体のニーズ（対象事業、業態について） 
3        l 案件市場全体の流動性（対象事業、業態について） 
4 l 組織基盤力 
5 l 市場における評価 
6 l 市場占有率 
7 l 事業3か年計画達成予測 
8 l バランスシートに現れない資産評価 

評価結果のイメージ図 
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2011/5/25 

M&A対象企業基本情報 

評価の基礎となる企業基本情報は以下の項目で提供します。 
これらの情報は、企業から開示されている最新の情報に基づいて収集されます。 

 

企業基本情報：基本的な財務情報含む 

¸創立時期、沿革、企業ビジョン、従業員数、生産拠点、販売拠点、研究機関、主
要顧客、関連企業 

¸株主情報、関連金融機関情報、過去3年間の総売上高、損益率、自己資本比率 
 

（財務デューデリジェンスとは、評価目的が異なるため財務情報についての詳細な分
析は行いません。） 
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評価項目1、 対象事業の汎用性、専門性の評価 

2011/5/25 

 汎用性、専用性の性質は相反するものであり、また売買価格の判定においてどち
らの項目を優位点として評価するかは、買収側企業の目的によって異なります。 

 汎用性、専門性の基準は当該事業の業種、業態に基づく一般的な社会的評価が
まず優先しますが、情報通信関連事業は概ね専門性の高い事業といえるため、業
界の中での相対的な基準を組み立てる必要があります。このため事業分類を詳細
に行わなければなりません。 
 

事業分類の項目 

¸ 運営事業の詳細分類（分類表に基づく） 

Å 基本分類：企業系列 および 業態 

Å 2次分類：主要製品およびサービス形態 
¸ 事業別の収益バランス分析（地域、顧客層） 

Å 2次分類項目別の売上高および収益の全体比率 

Å 顧客業種別の売上高分析 

Å 地域別の売上高分析 

 

事業別の汎用性、専門性の評価項目 

¸ 技術的な専門性のレベル 

¸ IT業界内における事業の位置づけと専門性 
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対象事業の汎用性、専門性の評価プロセス １ 

2011/5/25 

汎用性と専門性評価は以下のプロセスでおこないます。 

事業基本分類作業： 企業系列分類 および 業態分類 
2次分類作業： 詳細の製品別、サービス別分類事業 

事業バランス分析：  事業別の全体売上比率 
     地域別、顧客業種別売上比率 
 

事業別の汎用性、専門性の評価 

¸技術的な専門性のレベル 
¸ IT業界内における事業の位置づけと専門性 
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対象事業の汎用性、専門性の評価のための事業分類 

-5- 2011/5/25 

事業分類項目表（参考資料） 
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企業系列分類 資本分類 業態分類 

独立系 外資系 システム開発 

メーカー系 国内資本系 システムコンサルティング 

コンサル系 合弁 人材派遣 

ユーザー系   SWパッケージ/サービス販売 

    HW販売 

    運用管理サービス 

    保守サービス 

    教育 

顧客業種分類 顧客地域分類 

製造 関東首都圏 

ITサービス 関西 

一般サービス 中京 

運輸 北海道 

通信 東北 

医療 北陸 

資源（ガス、水道、電力） 中国 

官公庁 四国 

その他 九州 

    

  北米 

  中国 

  アジア（中国以外） 

  欧州 



対象事業の汎用性、専門性の評価のための事業分類 

2011/5/25 

事業分類項目表（参考資料） 
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業態分類 製品・サービス分類 技術的な専門性評価 IT業界における専門性 総合：専門性評価レベル 

システム開発 システム全体       

  ネットワーク       

  セキュリティ       

  業務システム       

  クラウドサービス       

          

システムコンサルティング 企業全体       

  情報システム       

  専用システム       

  セキュリティ       

  システム監査       

          

人材派遣 SWエンジニア       

  HWエンジニア       

  コールセンター要員       

  保守サービス要員       

  営業       

  IT関連全般       

          

SWパッケージ/サービス販売 業務ソフトウェア       

  ミドルウェア       

  データベース       

  セキュリティ       

  情報管理       

  通信       

          

HW販売 サーバー、PC       

  ストレージ       

  セキュリティ       

  専用機器       

  PC周辺機器       

          

          

運用管理サービス システム運用       

  ネットワーク運用       

  クラウドサービス       

  セキュリティ監視       

  データセンター       

          

          

保守サービス コールセンター       

  HW修理、保守       

          

          

教育 オペレーション       

  保守・サービス       

  監査資格       

          

          



評価項目2、 M&A案件の市場ニーズ（対象事業、業態について） 

2011/5/25 

当該事業分野の現状における市場全体のニーズについて分析、評価をおこないま
す。 
 
評価項目： 
¸事業の対象となる市場の現状分析（国内、海外） 

Å現在までの市場規模推移、他社の参入状況 
Å製品・サービスのライフサイクル分析結果 

 
対象市場地域： 国内および 海外の対象地域、対象国 

市場規模の単位： 販売（出荷）金額および出荷台数（件数）など、市場ニーズについ
  て理解の得やすい単位を選択 
評価期間：  現在より3年以前からの推移を参照する 
情報分析：  
 製品・サービスの先進性（技術的側面、ビジネスモデル等） 
 主な競合他社の参入状況 
 マスメディアにおけるニュース性 
 市場の技術動向顧客の対象事業（製品、サービス）に対する評価 
 顧客の対象事業（製品、サービス）に対する評価 
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評価項目3、 M&A案件の市場流動性（対象事業、業態について） 

2011/5/25 

当該事業分野の流動性として、将来的な市場の動向と拡大の可能性について分析、
評価をおこないます。 
 
評価項目： 
¸事業の対象となる市場の将来性（国内、海外） 

Å今後の市場規模予測結果 

Å予測の前提条件の分析結果（市場拡大要因と市場抑制要因の影響度
評価） 

 
対象市場地域： 国内および 海外の対象地域、対象国 

市場規模の単位： 販売（出荷）金額および出荷台数（件数）など、市場ニーズについ
  て理解の得やすい単位を選択 
評価期間：  現在から3～5年後までの市場推移 
市場予測の判定条件分析：  
 製品・サービスの先進性（技術的側面、ビジネスモデル等） 
 主な競合他社の参入状況 
 社会的（政治的）要因、経済的要因、技術的要因 
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評価項目4、 対象企業の組織基盤力 

2011/5/25 

評価項目： 
¸営業力： 

Å販売ルート（直販比率、販売チャネルの評価） 
Å営業人員、組織、戦略 

¸技術力：人員、組織、資格取得、研究開発力、独自技術、得意分野 
¸物流：物流システム、原料（部品）調達、製品調達 
¸人事：離職率、福利厚生、社員教育、社員構成、給与水準 
¸情報システム：システム利用形態、規模、セキュリティ/個人情報保護強度 
¸ BCP（事業継続計画）の内容 
¸コンプライアンスレベル 

組織基盤力は、事業運営すべてのベースとなるため詳細に情報収集、分析をおこ
なう必要があります。 

営業力、技術力、物流（調達、販売）、人事、情報システム、コンプライアンスレベル
が、標準の評価項目ですが、M&A案件によって項目の追加、削減は随時おこない
ます。 
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評価項目5、 対象企業の市場における評価 

2011/5/25 

 M&A対象企業の市場における現状を他社との比較を交えて定性的に分析、評価
します。 

対象事業分野における市場占有率は別途調査しますが、ここでは市場の他の参入
業者とさまざまなポイントを比較して、M&A対象企業の現在おかれている状況を相
対的に評価します。 
 基本評価項目は製品（サービス）力、開発力、ブランド力、営業戦略の4項目で、

実際に競合している他社の同一項目について比較表を作成し、相対的な市場にお
けるポジションを明確にします。（４Pの比較分析） 

評価項目： 
¸事業分野におけるポジション 

Å競合他社の動向把握による比較 
¸事業優位性： 

Å製品性能、品質（サービス品質）、開発力、ブランド力、営業戦略 
¸他社との比較による相対的な弱点： 

Å製品性能、品質（サービス品質）、開発力、ブランド力、営業戦略 
¸既存顧客の価値 
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評価項目6、 対象企業の市場占有率 

2011/5/25 

評価項目： 
¸市場全体の動向、国内および海外市場の推移と予測（評価項目２、3の結果） 
¸主たる事業分野における市場占有率 
¸その他の特定事業分野における市場占有率 

M&A対象企業の市場における占有率を定量的に分析、評価します。 
項目2と3で市場全体の規模と予測を作成しますが、その中におけるM&A対象企業
の現状の市場占有率を作成することになります。 
 
5段階評価の数値としては、そのまま占有率の数値が利用されますが、他の参入業
者との比較もおこないます。 
これは、「項目5で他社との優位点や弱点の比較を実施した結果から推定される占

有率が、実際の調査結果の占有率と比較して妥当かどうかの検証をおこなう」、とい
う意味です。妥当性が損なわれているようであれば、その原因を占有率評価の要素
として付加することもあります。 
 
市場占有率70%以上 ＝ 評価ポイント5 
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評価項目7、 事業3年計画達成率 

2011/5/25 

評価項目： 
¸事業運営上の環境 

Åマクロ経済、社会環境、IT投資動向（該当事業分野）、新規技術、顧客動
向、政治的規制 

¸既存事業と新規事業計画による3年計画達成の可能性 
¸ベストケース、ワーストケースの比較 

M&A対象企業から提示されている事業計画の達成率について、さまざまな周辺環境
の検討を加えて評価をおこないます。 
 
基本的には評価項目5の結果（対象企業の市場における評価）を基にしてSWOT分析

を行い、さらに外部要因として対象企業に影響を与える環境変化の要素を加え、今後
の事業展開に対する促進、阻害要因を判定して、3年計画の妥当性を検証します。 
 
達成率予測100% ＝ 評価ポイント 5 
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評価項目8、 バランスシートに現れない資産 

2011/5/25 

評価項目： （例） 
¸事業外収入の評価： 

Å特許、意匠登録、仕様書、自社開発プログラム、素材アーカイブ等 

資産の基準としては、「現在の生産、販売、財務活動に直接影響を与えるものではな
いが、これまでの事業運営によって社内で培われてきた知識、情報の集合体で、将
来的に事業運営に有効に利用できるもの」、として捉えることができます。 

具体的には知的財産、今後のビジネス展開に有効な蓄積された技術情報、顧客情報
などが挙げられます。 
 

評価項目、評価基準としては流動的ですが、特に買収先企業様が重視する資産に対
して高い評価点を与えることになります。 
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情報収集方法 

2011/5/25 

以上の8評価項目について、分析、評価のために様々な方法で正確な情報を収集す
る必要があります。情報収集は、以下のような方法で実施します。 
 
公開情報収集： 
¸  M&A対象企業の公開情報 
¸  官公庁発表の経済情報、企業情報、関連市場情報 
¸  業界誌、業界情報サイトの企業、市場情報 
  
非公開情報収集： 

¸  関連市場出荷状況データ、企業の市場シェア、ユーザー評価等（信用ある市 
場調査機関からの入手および調査依頼） 

¸  業界誌、業界情報サイトの非公開情報の購入 
  
ヒアリングによる情報収集： 
¸  M&A対象企業の経営者、幹部社員からのヒアリング 
¸  M&A対象企業の現場責任者からのヒアリング 
¸  ユーザーからのヒアリング 
¸  業界ウォッチャー等からのヒアリング 
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M&A対象企業との統合によるシナジー効果 

2011/5/25 

¸M&A対象企業の分析・評価結果から、事業統合による効果を買収元企業の状況
と照らし合わせ、統合によるシナジー効果を総合的に判定する必要があります。 
 

¸M&A対象企業自身の将来的なポテンシャルが大きなものであっても、統合のた

めの作業が困難で、多額の費用が発生するのであれば、買収価格評価に大きく
影響する結果となるからです。 シナジー効果が非常に低いまたはマイナスにな
る部分については（ディスシナジー）、検討されている買収価格に大きな影響を与
える（減額の検討）ことを考慮する必要があります。 

 

¸そのために、買収元企業の現状の事業運営形態を踏まえて、製品・サービス、販
売・流通、組織編制の面から、シナジー効果が期待できる部分とできない部分、
統合時に問題が発生すると危惧される事項、を洗い出す作業をおこないます。買
収元企業が統合後にどの程度の事業拡大を期待しているのか、また統合後の組
織の在り方をどのように考えているのかが、これらを明確にすることが重要なポイ
ントとなります。 

¸この結果から、具体的にどの程度のパーセンテージで収益拡大が見込めるかを
測定することになります。  
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M&A対象企業との統合によるシナジー効果 

2011/5/25 

シナジー効果を測定するために以下の項目について、評価をおこないます。 
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事業運営 従業員 

  売上高 

  損益 

  所有資産 

  借入金 

    

 営業拠点 

  販売店舗 

  販売地域 

  営業人員 

  販売ルート（直販比率、販売チャネル） 

   

  製品ラインアップ 

  通信販売 

    

マーケティング（販促、企画） ̡  

  ̡  

  製品企画力 

  販売提携 

    

製品開発  

  資格取得者 

  ̡  

  ̡  

    

製品サポート コールセンター 

   

  サービス・サポート技術者 

  資格取得者 

    

物流 物流拠点 

  物流システム 

   

  製品調達先 

    

製造 ̡  

  製造設備 

  製造管理体制（ISOライセンス取得状況） 

    

    

情報システム 情報システム規模 

  システム適用状況 

  セキュリティ/個人情報保護強度 

    
̡  離職率 

  ̡  

   

  給与水準 

  BCP  

  コンプライアンス対応 
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シナジー効果評価プロセス 
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評価項目の
決定 

• 事業展開における重要度により決定 

 

統合後の有
効性検討 

• 項目別の有効性評価、定量化 

• 統合計画のレビューも同時に実施 

シナジー効果
の定量化 

• シナジー、ディスシナジー効果の定量化（評価
項目によっては定量化できないものもある） 

M&A対象
企業（事
業）の評価 

買収後の
統合計画 



報告書提出形態、スケジュール 
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報告書提出形態： 
 
¸報告書本体：PDFによる報告書を提出します。MSワード形式またはパワーポイ

ント形式を選択してください。 
¸報告書データ（オプション）：ご要望によりMSエクセルファイルで、報告書に掲載

した図表と元データを提出します。 
 

 
スケジュール： 
 

¸報告書作成スケジュールは、評価項目数、評価深度等、様々な要因によって
変化しますので、案件ごとにご依頼主様との打合せ結果により決定いたします。 
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ビジネスデューデリジェンス 

提供価格と作業内容 

作業項目 事前打ち合わせ  評価項目１ 対象事業の
汎用性と専門性の評価 

評価項目2 M&A案件の
市場ニーズ（対象事業、
業態について）  

評価項目3 M&A案件の
市場流動性（対象事業、
業態について） 

評価項目4 対象企業
の組織基盤力 

評価項目5 対象企業
の市場における評価 

評価項目6 対象企業の
市場占有率 

評価項目7 事業3か年計画
達成予測 

評価項目8 バランス
シートに現れない資産
評価 

シナジー効果の測定 

A コース 実施項目 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

フルオプション 実施内容 
スケジュール調整、評
価項目詳細の検討 

情報取集 
事業内容のIT業界内にお
ける位置づけと技術的な
専門性の評価 

国内、海外市場対象 
市場出荷（販売）の現状
データ収集 
事業現状分析 

国内、海外市場対象 
市場フォーキャストデー
タ収集（作成） 
将来性分析 

対象企業のヒアリング
による情報収集、分析 
（販売、技術、物流、
人事、情報システム、
コンプライアンス） 

国内、海外市場対象 
評価情報収集分析 
ユーザー、業界ウォッ
チャーへのインタビュー
実施 

国内、海外市場対象 
占有率の情報収集 
競合との比較分析 

対象企業のヒアリングによ
る情報収集、分析 
 

対象企業のヒアリング
による情報収集、分析 
 

買収元企業の統合案に
基づくシナジー効果の
測定 

B コース 実施項目 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

標準作業 実施内容 
スケジュール調整、評
価項目詳細の検討 

情報取集 
事業内容のIT業界内にお
ける位置づけと技術的な
専門性の評価 

国内市場対象 
市場出荷（販売）の現状
データ収集 
事業現状分析 

国内市場対象 
市場フォーキャストデー
タ収集（作成） 
将来性分析 

対象企業のヒアリング
による情報収集、分析 
（販売、技術、物流、
人事、情報システム、
コンプライアンス） 

国内市場対象 
評価情報収集分析 
ユーザーインタビュー実
施 

国内市場対象 
占有率の情報収集 
競合との比較分析 

対象企業のヒアリングによ
る情報収集、分析 
 

対象企業のヒアリング
による情報収集、分析 
 

買収元企業の統合案に
基づくシナジー効果の
測定 

C コース 実施項目 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ X X 

短期調査 実施内容 
スケジュール調整、評
価項目詳細の検討 

情報取集 
事業内容のIT業界内にお
ける位置づけと技術的な
専門性の評価 

国内市場対象 
市場出荷（販売）の現状
データ収集 
事業現状分析 

国内市場対象 
市場フォーキャストデー
タ収集（作成） 
将来性分析 

̡  
̡ ̡ ̡
 

 
 

 

国内市場対象 
占有率の情報収集 
 

対象企業の今後の事業計
画情報収集、分析 
 

    

 

基準価格  
標準的なレポートページ
数（Word形式） 

提出レポート形式（PDFファ
イル） 

ローデータ提供（市場の
現状データと予測データ、
Excelファイル） 

中間報告提出（リクエス
トによる） 

結果報告説明会開催
（リクエストによる） 

報告結果のフォローアッ
プ 

オプション価格 

A コース 1300万円 1.5か月～2.5か月 100～150ページ Word形式とPPT形式 有り 有り 有り 報告書提出後2か月     

B コース 600万円 1か月～1.5か月 100ぺージ前後 
Word形式、PPT形式はオ
プション 

オプション オプション オプション 報告書提出後1か月   

PPT形式報告書：20万円 
ローデータ：60万円 
中間報告書：10万円 
＊説明会開催：30万円 

C コース 350万円 1か月以内 50～100ページ 
Word形式、PPT形式はオ
プション 

無し 無し オプション 報告書提出後1か月   
PPT 20  

30  

A コース 1300万円 国際的な詳細ビジネスデューデリ含む。 
Bコース     600万円 国際的なビジネスデューデリは限定的に含む。 
Cコース     350万円 国内的な視野に限定した詳細なビジネスデューデリ。 



コンサルティングファームからの下請けご依頼もお待ちしております。 

弊社は、大手コンサルティングファーム各社より、ビジネスデューデリジェンスの下請け
実績も多数ございます。以下のようなサービスを提供しておりますので、同業の方から
のご連絡もお待ちしております。 

 

●ビジネスデューデリ資料全体作成 

 

●情報通信分野の市場調査資料作成 

  ・日本国内、欧州、米国、新興国(BRICs、インドネシア、ベトナム)が特に強い。 

 

●ヒアリング 

  ・業界オピニオンリーダへヒアリングの手配 

  ・同業他社への市場ヒアリングの実施 
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お問合わせ先 

Net Marketing and Business Consulting SINCE 1990 

ブルースター M&A 仲介事業 ホームページ http://www.bluestar.jp/ 

2011/5/25 

＊電話番号の告知は取引先企業様のみとさせていただいております。 
＊お問合わせは、M&A仲介事業ホームページのお問合せメールにてお願いいたします。 

ブルースター 会社情報 http://www.blue.co.jp/company/ 
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